業務委託契約書

株式会社KACHIAL（以下「委託者」という。）と、●●●●株式会社（以下「受託者」という。）とは、別紙「業務仕様書」記載の業務に関し、次の通り清掃業務委託契約（以下「本契約」という。）を締結する。


第1条（委託業務の内容）
委託者は、受託者に対し、別紙「業務仕様書」記載の業務（以下「本件業務」という。）を委託し、受託者はこれを受託する。

第2条（業務の実施）
1. 本件業務は、別紙「業務仕様書」に従い、善良なる管理者の注意義務のもと、受託者が指定する受託者の従業員（以下「スタッフ」という。）が実施する。
2. 委託者は、別紙「業務仕様書」記載の範囲に立ち入る際に予め知る必要がある委託者の入退館管理規則、防犯及び秩序維持に関する規則その他の関係諸規則について、受託者に書面でもって提示し、受託者による円滑な本件業務の実施に協力する。
3. 受託者は、スタッフをして、前項の関係諸規則を遵守させ、本件業務を実施させる。

第3条（業務用品貸与及び保管場所）
1. 委託者は、受託者に対し、本件業務の履行に必要な機材、機器、消耗品その他の備品を無償で貸与し、使用させることができる。
2. 委託者は、受託者に対し、本件業務の履行に必要な備品の保管場所が必要となる場合は、当該場所を合理的な範囲で無償で提供し、使用させる。

第4条（委託料）　
1. 委託者は、受託者に対し、本件業務の対価として、別紙「業務仕様書」に定める料金（以下「委託料」という。）を次の各号に定める方法により支払う。
（1） 受託者は、毎月末日締めで当該月の委託料を算定して委託者宛の請求書を翌月５日までに発行する。
（2） [bookmark: _Hlk40991157]委託者は、前項に従って請求書を受領した場合、受託者に対し、当該請求書を受領した月の末日までに、委託料を受託者の指定する金融機関の口座に振り込む方法により支払う。なお、振込手数料は、委託者の負担とする。
2. [bookmark: _Hlk494980077]委託者が前項の振込以外の方法で委託料の支払いを行う場合には、別紙「業務仕様書」7．備考に支払方法を定め、当該支払方法にて支払いを実施する。

第5条（再委託）
受託者は、委託者が書面により事前に同意をした場合に限り、委託者より委託された本件業務の一部又は全部を第三者に再委託することができる。但し、この場合においては、受託者は再委託した業務の適正な処理について委託者に対して責任を負う。

第6条（管理者の配置）　
1. 受託者は、本件業務の履行について、委託者との連絡調整をするために管理者を選任し、管理者をして以下の各号に定める業務を行わせる。
（1） 本件業務の履行に関する委託者との連絡及び調整
（2） スタッフに対する本件業務に係る指揮命令
（3） スタッフの規律秩序の保持その他本件業務の処理に関する事項
2. 受託者は、前項に定める管理者を変更した場合、委託者に速やかに報告しなければならない。

第7条（秘密保持）
1. 委託者及び受託者は、本契約の存在及びその内容、相手方から開示された相手方の営業上及び技術上その他一切の情報（以下、総称して「秘密情報」という。）について秘密を保持し、相手方の事前の書面による承諾なく、自己の役員及び従業員以外の第三者に秘密情報を開示若しくは漏洩してはならない。当該秘密保持にあたって、委託者及び受託者は、善良なる管理者の注意義務をもって秘密情報を管理しなければならない。また、委託者及び受託者は、秘密情報を必要な範囲を超えて複写又は複製してはならず、複写・複製物は秘密情報に含まれる。
2. 次の各号のいずれかに該当することを書面により証明できる情報は、秘密情報に含まれない。
(1) 開示を受けた際、既に自ら保持していたもの
(2) 開示を受けた際、既に公知公用であったもの
(3) 開示を受けた後、自らの責によらないで公知又は公用となったもの
(4) 正当な開示権限を有する第三者から秘密保持義務を課されることなく入手したもの
(5) 開示された情報を参照することなく独自に開発したもの
3. 委託者及び受託者は、自己の役員及び従業員に対して秘密情報を開示するときは、本契約において自己が負うのと同等の義務を当該役員及び従業員に課し、当該役員及び従業員による義務の履行につき一切の責任を負う。
4. 第１項に関わらず、委託者は、秘密情報を弁護士、公認会計士その他のアドバイザーであって法令上又は書面による合意に基づき秘密保持義務を負う者に開示することができる。
5. 第１項に関わらず、委託者及び受託者は、法令、裁判所、監督官庁、金融商品取引所その他規制権限を有する公的機関の裁判、規則若しくは命令に従い、必要最小限度の範囲において秘密情報を公表し、又は開示することができる。かかる公表又は開示を行った場合は、その旨を速やかに相手方に通知する。

第8条（報告、法令等の遵守）
1. 委託者は、本契約期間中、受託者に対し、別途委託者の指定する頻度で本件業務に関する報告書を提出させ、又は本件設備の設置場所に赴き、調査若しくは検査を行うことができるものとする。
1. 受託者は、本件業務の実施に関して事故その他トラブルが発生したときは、直ちにその旨を委託者に通知するとともに、遅滞なくその状況を書面により委託者に報告するものとする。
1. 受託者は、本件業務を遂行するにあたり、適用される関連業法及び関連法規を遵守するとともに、受託者の従業員にもこれらを遵守させなければならない。

第9条（契約期間）
本契約の有効期間は、本契約締結日にかかわらず、2021年3月15日から１年間とする。但し、期間満了１か月前までに委託者又は受託者から文書による別段の意思表示がない場合、自動的に１年間延長され、その後も同様とする。

第10条（契約の変更）
委託者が別紙「業務仕様書」の内容の全部又は一部の変更を希望する場合、直ちに受託者に通知し、委託者受託者別途協議の上、変更に合意した場合には覚書を締結する。

第11条（中途解約）
委託者は、本契約期間中いつでも１か月以上前に相手方に書面で通知することにより、本契約を解約することができる。本条による解約の場合といえども委託者は受託者に対し何ら責任を負わない。

第12条（解除）
1. 委託者又は受託者は、相手方が本契約のいずれかの条項に違反し、相当期間を定めて催告をしたにもかかわらず、相当期間内に、違反が是正されないときは、本契約を解除することができる。但し、その期間を経過した時における本契約の違反が本契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。
2. 委託者又は受託者は、相手方に次の各号に掲げる事由の一が生じたときには、何らの催告なく、直ちに本契約の全部又は一部を解除することができる。但し、当該事由が解除当事者の責めに帰すべき事由によるものであるときは、当該事由により解除をすることはできない。
(1) 本契約に関し、相手方による重大な違反があったとき
(2) 債務の全部又は一部の履行が不能であるとき又は相手方がその債務の全部又は一部の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。但し、一部履行不能の場合は当該一部に限り、解除することができる。
(3) 前号の規定にかかわらず、債務の一部の履行が不能である場合又は相手方がその債務の一部の履行を拒絶する意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約をした目的を達することができないときは本契約の全部を解除することができる。
(4) 本契約、特定の日時又は一定の期間内に履行をしなければ本契約の目的を達することができない場合において、相手方が履行をしないでその時期を経過したとき
(5) 前各号に掲げる場合のほか、相手方がその債務の履行をせず、催告をしても契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるとき
(6) 差押え、仮差押え、仮処分、強制執行、競売、滞納処分の申立、その他公権力の処分を受けたとき
(7) 破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始その他法的倒産手続の申立を受け、又はこれらの申立を行ったとき、又は私的整理の開始があったとき
(8) 支払停止、支払不能に陥ったとき
(9) 自ら振出し若しくは裏書した手形・小切手が1度でも不渡りとなったとき
(10) 資本減少、主要な株主又は取締役の変更、事業譲渡、合併、会社分割等の組織再編その他の会社の支配に重要な影響を及ぼす事実が生じたとき
(11) 公序良俗に反する行為、その他相手方の信用、名誉を毀損する等の背信的行為があったとき
(12) 解散し、又は事業を廃止したとき
(13) 信用の失墜又はその資産の重大な変動等により、委託者受託者間の信頼関係が損なわれ、本契約の継続が困難であると認める事態が発生したとき
(14) 代表者が刑事上の訴追を受けたとき、又はその所在が不明になったとき
(15) 監督官庁から事業停止処分、又は事業免許若しくは事業登録の取消処分を受けたとき
3. 前二項に定める解除は、相手方に対する損害賠償の請求を妨げない。

第13条（損害賠償）
委託者及び受託者は、本契約に違反することにより相手方に損害を与えた場合には、その損害（合理的な弁護士費用を含むがこれに限らない。）を賠償する義務を負う。

第14条（反社会的勢力に関する表明及び保証）
1. 委託者及び受託者は、相手方に対し、次の各号のいずれにも該当せず、かつ将来にわたっても該当しないことを表明し、保証する。
(1)	自ら又は自らの役員若しくは自らの経営に実質的に関与している者が、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動等標ぼうゴロ又は特殊知能暴力集団等その他反社会的勢力（以下「反社会的勢力」という。）であること
(2)	反社会的勢力が経営を支配していると認められる関係を有すること
(3)	反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること
(4)	自ら若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもってするなど、反社会的勢力を利用していると認められる関係を有すること
(5)	反社会的勢力に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認められる関係を有すること
(6)	自らの役員又は自らの経営に実質的に関与している者が、反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有すること
2. 委託者及び受託者は、相手方に対し、自ら次の各号のいずれかに該当する行為を行わず、又は第三者を利用してかかる行為を行わせないことを確約する。
(1)	暴力的又は脅迫的な言動を用いる不当な要求行為
(2)	相手方の名誉や信用等を毀損する行為
(3)	偽計又は威力を用いて相手方の業務を妨害する行為
(4)	その他これらに準ずる行為
3. 委託者及び受託者は、自己の責めに帰すべき事由の有無を問わず、相手方が前二項のいずれかに違反し、又は虚偽の申告をしたことが判明した場合、何らの催告なく、書面による意思表示によって直ちに本契約を解除することができる。この場合において、前二項のいずれかに違反し、又は虚偽の申告をした当事者は、解除権を行使した当事者に対し、当該解除に基づく損害賠償を請求することはできない。
4. 前項に定める解除は、解除権を行使した当事者による相手方に対する損害賠償の請求を妨げない。

第15条（本契約上の地位等の譲渡禁止）
委託者及び受託者は、相手方の事前の書面による同意なく、本契約上の地位又は本契約に基づく権利若しくは義務の全部又は一部を、第三者に譲渡若しくは継承させ、又は担保に供してはならない。

第16条（存続条項）
本契約終了後も、第7条（秘密保持）、第13条（損害賠償）、第15条（本契約上の地位等の譲渡禁止）、本条、及び第18条（準拠法及び管轄）の規定の効力は存続する。

第17条（誠実協議）
委託者及び受託者は、本契約に定めのない事項又は本契約の各条項の解釈上に疑義が生じた場合は、法令の定めによるほか誠意をもって両者協議し、その解決にあたる。

第18条（準拠法及び管轄）
1. 本契約は、日本法を準拠法とし、それに従って解釈される。
2. 本契約に関する訴訟は、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

本契約の締結を証する為、本契約書２通を作成し、委託者受託者記名押印の上、委託者受託者各１通を保有する。

20●●年●月●日
委託者：株式会社KACHIAL
                代表取締役　髙橋　幸一郎
　　　　東京都新宿区西新宿1-25-1新宿センタービル38階
　　　　　　　　　　　　　TEL03-6258-1330

受託者：●●●●株式会社
　　　　代表取締役　△△△△
　　　　東京都○○区××1-2-3
　　　　TEL03-****-****



別紙
業務仕様書

1. 業務内容：下記のとおりとする。
なお、下記にて取り決めた内容以外に関しては受託者又はスタッフが実施可能と認めた範囲であれば委託者と直接相談し時間の範囲内で実施可能とする。
	委託者より指定する建物にて実施する巡回清掃業務及び付随業務


2. 作業場所：下記のとおりとする。
	委託者にて、都度依頼する建物所在地にて


3. [bookmark: _Hlk494981913]委託料：

依頼する業務内容に応じ、委託者・受託者間の協議により都度、受託者
からの見積書等を勘案し、定める

4. [bookmark: _gjdgxs]作業日数：本契約における作業日数は、以下のとおりとする。

依頼する業務内容に応じ、委託者・受託者の合意により定める

5. 作業時間の延長：
       必要に応じ、別途協議

6. 作業人数の追加：
[bookmark: _GoBack]　   必要に応じ、別途協議

7. 備考
業務委託契約書第8条第一項の規定に基づき、受託者は委託者に対し契約期間中の月毎の月末迄の業務につき翌月1日までに未提出分の報告書を提出するものとする。但し、作業の発生しなかった月の翌月の報告は不要とする。　　　　以　上
以下余白


2

